
公 有 財 産 売 買 契 約 書
売渡人 武豊町（以下「甲」という。）と買受人 武豊　太郎（以下「乙」という。）とは、次の条項による公有財産の売買契約を締結する。
（信義誠実の義務）
第１条　甲乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。
（売買物件）
第２条　甲は、次に表示する物件（以下「売買物件」という。）を次条に定める売買代金で乙に売り渡し、乙はこれを買い受けるものとする。
（売買代金）
第３条　売買代金は、金１０，０００，０００（入札価格）円とする。
（契約保証金）
第４条　乙は、この契約の締結と同時に、契約保証金として金１，０００，０００（入札保証金額）円を甲に納付するものする。
２　前項の契約保証金は、第14条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。
３　第１項の契約保証金には利息を付さない。
４　甲は、乙が第５条に定める売買代金を納付したときは、第１項に定める契約保証金は売買代金に充当するものとする。
５　甲は、乙が第５条に定める義務を履行しないときは、第１項に定める契約保証金を甲に帰属するものとする。
（代金の支払い）
第５条　乙は、売買代金のうち前条に定める契約保証金、金１，０００，０００（入札保証金額）円を除いた売買代金、金９，０００，０００（入札価格から入札保証金額を除いた額）円を甲の発行する納付書により令和　　年　　月　　日（各物件に示された代金納入期限）までに甲に支払わなければならない。
（所有権の移転）
第６条　売買物件の所有権は、乙が売買代金を完納したときに乙に移転する。
（所有権移転登記）
第７条　前条の規定により所有権が移転した後、甲は遅滞なく所轄法務局に所有権移転登記を嘱託するものとする。
２　前項の所有権移転登記に必要な登録免許税その他一切の費用は、すべて乙の負担とする。
（売買物件の引渡し）
第８条　売買物件の引渡しは、所有権移転登記が完了し買受人が登記識別情報通知を受領した日とする。
（禁止用途）
第９条　乙は、この契約の日から10年間、この土地を次の各号に定めるように供し、又は、これらの用に供されることを知りながら、所有権を第三者に移転し、若しくはこの土地を第三者に貸してはならない。
（１）　暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の事務所その他これに類するもの。
（２） 風俗営業等の規制及び業務の適性化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗特殊営業、その他これらに類する業の用途。
（危険負担）
第10条　乙は、この契約の締結の時から売買物件の引渡しの時までにおいて、当該物件が、甲の責任に帰することのできない事由により滅失又はき損した場合には、甲に対して売買代金の減免又は契約の解除を請求することができない。
（かし担保）
第11条　乙は、この契約の締結後、売買物件に数量の不足又は隠れたかしのあることを発見しても、売買代金の減免若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることができない。
（契約の解除）
第12条　甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、この契約を解除することができる。
（返還金）
第13条　甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金（契約保証金相当額は除く）を返還する。ただし、当該返還金には利息を付さない。
２　甲は、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は返還しない。
３　甲は、解除権を行使したときは、乙が売買物件に支出した必要費、有益費その他一切の費用は償還しない。
（乙の原状回復義務）
第14条　乙は、甲が第12条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日までに売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状に回復させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。
２　乙は、前項ただし書きの場合において、売買物件が滅失又はき損しているときは、その損害賠償として契約解除時の時価により減損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。また、乙の責に帰すべき事由により甲に損害を与えている場合は、その損害額に相当する金額を甲に支払わなければならない。
３　乙は、第１項に定めるところにより売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日までに当該物件の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければならない。
（損害賠償）
第15条　甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害の賠償を請求できる。
（返還金の相殺）
第16条　甲は、第13条第１項の規定により売買代金を返還する場合において、乙が前条に定める損害賠償金を甲に支払うべき義務があるときは、返還する売買代金の全部又は一部と相殺する。
（契約の費用）
第17条　この契約の締結及び履行等に関して必要な一切の経費は、すべて乙の負担とする。
（疑義の決定）
第18条　この契約に関し疑義があるときは、甲乙協議のうえ決定する。
上記の契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ各自その１通を保管する。
令和　　年　 月　　日
売渡人（甲）　愛知県知多郡武豊町字長尾山２番地
武豊町
代表者　武豊町長　　籾　山　芳　輝
買受人（乙）　住所　愛知県知多郡武豊町字○○一丁目○○番地
氏名　武　豊　太　郎
売買契約書の記入例は、区分番号が１－１、入札保証金額が１，０００，０００円、入札額が１０，０００，０００円だった場合で作成してあります。
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